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本研究の目的は，児童の社会的能力の個人差の探索的な検討と，社会的能力に関する児童自己

評定と教師評定の関係の検討である。小学 5・6 年生 74 名を対象に調査を行い，児童の社会的能

力の個人差をもとに，クラスター分析によって 5 つのグループに分け，各グループの児童自己評

定と教師評定の特徴を検討した。その結果をもとに，自己認識不足群，全体的低群，中間群，適

応群，「気になる」群と命名した。今後，クラスワイドな心理教育プログラムが実践されていく

にあたり，子ども達の社会的能力の個人差を事前に設定された基準でグループ分けし，各グルー

プに対応した活動や支援の工夫をしていくことが望ましい。また，児童自己評定と教師評定との

相関関係を調べたところ，中程度以上の相関係数は見出されず，互いに異なる側面を測定してい

る可能性が示唆された。このことから，自己評定のみに頼らない評価方法が必要性であると考え

られる。 
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問題と目的 

 
小中学校の子どもの問題行動として，不登校，

いじめ，暴力，非行などがあげられるが，どれも

大きな改善を見ないままの状態が続いている。こ

うした問題行動への対応として，治療・事後的対

応だけではなく早期発見や早期対応へ，そしてさ

らに予防・開発的対応へと取組が広がっている（小

泉，2011）。そのため，子ども達に社会的能力を身

に付けさせるための様々な心理教育プログラムが

注目され，また，広く学校で実施され始めている。 
心理教育プログラムの内容として，構成的グル

ープ・エンカウンター，ソーシャルスキルトレー

ニング等が代表的なものとして実施されており，

介入による成果が報告されている。心理教育プロ

グラムは，小・中学校においては，学級全体を対

象としたクラスワイドな取組として実施されるこ

とが多くなってきた。佐藤・今城・戸ヶ崎・石川・

佐藤・佐藤（2009）は，学級単位で担任教師が実

施できる，児童の抑うつに対する認知行動療法と

して，小学校 5・6 年生を対象に介入し，児童の抑

うつ症状の低減，社会的スキルや認知の誤りの改

善，主観的学校不適応感の軽減等が見られたと述

べている。また，田中・安里・川島（2003）は，

小学校の学級全体を対象に社会的スキル訓練を行

い，学級全体の社会的スキルが上昇したことを述

べている。 
一方で，クラスワイドな取組を行う際には，そ

の学級の子ども達の間にある個人差を忘れてはな

らない。江村・岡安（2003）は，中学生を対象に
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集団社会的スキル教育を行い，介入の前後での社

会的スキルの変容をもとに「下降群」「低得点上昇

群」「高維持群」「高得点上昇群」の 4 つのグルー

プに分けて個人差の傾向を比較検討した。その結

果，「下降群」に分類された生徒（全般的に社会的

スキルが中程度を示す中，関係妨害行動や攻撃行

動だけが高いレベルを示した生徒）には，集団社

会的スキル教育は必ずしも有効であるとは言えな

いと指摘している。吉田・小川・坂本・出口・斉

藤・廣岡・石田・小池（2011）は，心理教育プロ

グラムの授業後に得られた子どもの意見や感想を

分析した。その結果，子ども達の社会的能力の個

人差によって学習への動機づけや介入の効果が異

なっていたことから，子どもの能力の個人差を検

討していく必要性を訴えている。これらのように，

心理教育プログラムによる介入を行う際には，子

ども達の社会的能力の個人差を考えることが重要

であるという指摘がなされている。 
それでは，心理教育プログラムによる介入をし

ない状態では，子どもの社会的能力の個人差はど

のように確認されるのだろうか。本研究では，子

どもの社会的能力自己評定の個人差をもとに探索

的にグルーピングすることにした。そして，それ

ぞれのグループにどのような特徴があるのかを明

らかにすることを，1 つ目の目的とした。 
次に，本研究の 2 つ目の目的について述べる。

現在の学校現場では，子どもの社会的能力がどれ

くらい身に付いているかを調査するためには，子

どもの主観による自己評定を用いることが主流で

ある。しかし，江村・岡安（2003）は，子どもの

自己評定のみでは子ども自身の認知のみしか扱っ

ておらず，実際の行動面の変化を測定することが

できていないことを指摘し，教師評定や仲間評定

などの他者評定を取り入れる必要性を訴えている。

また，藤枝・相川（2001）は，ソーシャルスキル

訓練に関する授業の効果について分析したところ，

教師による評定では効果が示されたものの，児童

の自己評定では示されなかったというように，教

師評定と児童自己評定との関係に不一致が生じた

ことを報告している。そして，この不一致の原因

は，担任教師は児童の社会的スキルの肯定的な変

化に気付くが，児童自身はそれに気付かないこと

にあるのではないかと述べている。これらのこと

から，子どもの自己評定と教師評定を実施した場

合，子ども自身と教師とで，測定の観点や基準が

異なったり，別の側面を測定したりしている可能

性が考えられる。そこで，子どもの自己評定と教

師評定とは，実際にはどのような関係にあるのか

を明らかにすることを，本研究の 2 つ目の目的と

した。 
子どもの自己評定及び教師評定の枠組みとして，

本研究では，社会性と情動の学習の中の SEL-8S（小

泉，2011）（Social and Emotional Learning of 8 
Abilities at the School，以下 SEL-8S）を用いる。

SEL-8S とは，小・中学生を対象に，学校生活で必

要な 8 つの社会的能力の育成を目指した学習プロ

グラムである。SEL-8S でめざす 8 つの社会的能力

とは，「自己への気付き」「他者への気付き」「自己

のコントロール」「対人関係」「責任ある意思決定」

「生活上の問題防止スキル」「人生の重要事態に対

処する能力」「積極的・貢献的な奉仕活動」であり，

前 5 つが基礎的な社会的能力，後ろ 3 つが応用的

な社会的能力とされている。 
 

方法 

 
調査対象者 公立小学校 2 校の 5・6 年生計 74

名（男子 35 名，女子 39 名）及びその学級担任 4
名（50 代女性，40 代男性，30 代女性，40 代女性） 
質問紙 小学生版「社会性と情動」尺度（田中・

真井・津田・田中，2011）の児童自己評定及びこ

れにもとづく教師評定を用いた。本尺度の下位尺

度は SEL-8S の 8 因子から成る。 
児童自己評定については，1 つの因子につき 3

つの質問項目から構成されており， 4 件法で回答

を求めた。そして，因子ごとの得点を，3 つの質問

項目の平均値から算出される偏差値で示した。こ

の偏差値は，複数校の測定値をもとにした平均値

と標準偏差をもとに計算されている。 
一方，教師評定については，1 つの因子につき 1

つの質問項目で構成されたものを使用した。それ

ぞれの因子について「1 当てはまらない」「2 どち

らかと言えば当てはまらない」「3 どちらとも言え

ない」「4 どちらかと言うと当てはまる」「当てはま

る」の 5 件法で回答を求め，学級に在籍する児童 1
人 1 人について，8 因子ずつを担任教師に評定して

もらった。そして，5 件法の素点（1～5 点）をそ

のまま因子得点として示した。 
調査手続き X 年 7 月に調査を行った。児童自

己評定については，学級単位で行い，必要に応じ

て担任教師が質問項目を読み上げながら，一斉に

調査した。一方，教師評定については，放課後や

長期休業中など子どもが学校にいない時間帯を利

用し，学級担任が在籍する子どもの様子を思い浮

かべながら，個別に評定した。 
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表 1 各グループの児童自己評定偏差値の平均値及び標準偏差 

 
 

表 2 各グループの教師評定 5件法評価点の平均値及び標準偏差 

 
 

 
図 1 クラスター分析による児童のグループと社会的能力（8因子）の平均値 

 

 
図 2 児童のグループに対する教師評定における社会的能力（8因子）の平均値 

 
 
 

 

グループ

M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD)

Ⅰ(n=22) 44.62 (6.68) 52.60 (7.56) 51.62 (8.76) 57.70 (6.49) 54.83 (5.47) 57.11 (4.45) 54.96 (5.56) 56.60 (5.58)

Ⅱ(n=10) 48.95 (6.27) 43.62 (3.80) 40.26 (4.28) 41.47 (6.05) 43.46 (8.74) 38.04 (6.32) 38.82 (3.41) 42.42 (7.42)

Ⅲ(n=14) 40.43 (6.67) 52.60 (5.03) 47.26 (9.02) 48.59 (6.81) 49.81 (4.78) 50.34 (5.73) 39.12 (6.93) 48.00 (6.20)

Ⅳ(n=24) 55.53 (6.08) 53.57 (6.02) 45.21 (7.40) 51.41 (7.69) 57.25 (7.39) 49.52 (7.34) 48.99 (7.22) 52.37 (6.95)

Ⅴ(n=4) 53.10 (3.00) 33.81 (4.51) 55.20 (4.42) 37.80 (10.57) 43.77 (9.72) 49.85 (6.18) 37.13 (6.05) 31.68 (6.32)

※問題防止スキル＝生活上の問題防止スキル、重要事態対処＝人生の重要事態に対処する能力、積極・貢献＝積極的・貢献的な奉仕活動

重要事態
対処

積極・貢献自己への気付き 他者への気付き
自己の

コントロール
対人関係

責任ある
意思決定

問題防止
スキル

グループ

M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD) M (SD)

Ⅰ(n=22) 3.00 (1.09) 3.18 (0.94) 2.64 (0.88) 2.82 (0.89) 2.82 (0.83) 3.51 (1.07) 2.91 (0.90) 2.96 (0.93)

Ⅱ(n=10) 2.80 (1.17) 2.40 (0.49) 2.60 (1.02) 2.40 (0.80) 3.20 (0.98) 3.20 (1.33) 2.90 (0.70) 2.60 (0.80)

Ⅲ(n=14) 2.93 (0.70) 3.07 (0.70) 2.79 (1.01) 3.00 (0.93) 2.57 (1.12) 3.71 (0.96) 3.00 (1.07) 3.14 (0.83)

Ⅳ(n=24) 3.54 (0.87) 3.42 (0.81) 3.17 (0.99) 3.08 (1.08) 2.96 (1.02) 3.75 (1.01) 3.29 (0.98) 3.33 (0.94)

Ⅴ(n=4) 2.50 (0.87) 2.25 (0.83) 4.00 (1.23) 3.50 (1.12) 1.50 (0.50) 3.50 (0.87) 2.75 (0.83) 2.75 (0.83)

※問題防止スキル＝生活上の問題防止スキル、重要事態対処＝人生の重要事態に対処する能力、積極・貢献＝積極的・貢献的な奉仕活動

重要事態

対処
積極・貢献

自己への

気付き

他者への

気付き

自己の

コントロール
対人関係

責任ある

意思決定

問題防止

スキル
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結果 

 
児童自己評定をもとにクラスター分析（Ward 法）

を行い，解釈可能な範囲でグルーピングした結果，

5 つのグループに分けられた。そして，グループ毎

に，8 因子の平均値と標準偏差を算出した。そして，

児童自己評定の平均値と標準偏差を表 1，教師評定

の平均値と標準偏差を表 2 にまとめた。図 1 は，

各グループの社会的能力 8 因子の児童自己評定の

偏差値の平均を示したものである。また，図 2 は，

各グループに対する教師評定における社会的能力

8 因子の平均値を示したものである。 
表 1，表 2 をもとに，児童自己評定・教師評定そ

れぞれについて，グループ(5)×能力(8)の 2 要因分

散分析を行った。児童自己評定については，グル

ープの主効果（F(4, 69)=34.05, p<.05）及び能力の

主効果（F(7, 483)=4.61, p<.05）が有意であり，さ

らに，グループ×能力の交互作用（F(28, 483)=6.71, 
p<.05）が有意であった。単純主効果の検定の結果，

全ての要因に有意差が認められた。多重比較（ラ

イアン法，p<.05，以下同じ）の結果，次のような

特徴が見られた。グループⅠは，「自己への気付き」

因子が，他の 7 因子より有意に低かった。グルー

プⅡは，最も高い得点を示した「自己への気付き」

因子が，「生活上の問題防止スキル」因子と「人生

の重要事態に対処する能力」因子より有意に高か

った。グループⅢでは「他者への気付き」が最も

高い得点を示しており，「自己への気付き」因子と

「人生の重要事態に対処する能力」因子より有意

に高かった。グループⅣでは，最も高い得点を示

したのは「責任ある意思決定」因子であり，「自己

のコントロール」「対人関係」「生活上の問題防止

スキル」「人生の重要事態に対処する能力」因子よ

り有意に高かった。最も低い得点を示したのは「自

己のコントロール」因子であり，「自己への気付き」

「他者への気付き」「対人関係」「責任ある意思決

定」「積極的・貢献的な奉仕活動」因子より有意に

低かった。全体的に見ると，8 因子とも偏差値 45

以上を示した。グループⅤでは，「自己のコントロ

ール」因子が最も高い得点を示しており，「自己へ

の気付き」「他者への気付き」「対人関係」「積極的・

貢献的な奉仕活動」因子より有意に高かった。ま

た，8 能力の平均偏差値は 40 を上回るが，因子別

に見ると，偏差値 40 を下回る因子が 5 つあった。

（図 1） 
次に，教師評定について述べる。教師評定につ

いては，グループの主効果は有意ではなかったが

（F(4, 69)=1.52），能力の主効果が有意であり（F(7, 
483)=4.45, p<.05），さらに，グループ×能力の交互

作用が有意であった（F(28, 483)=2.17, p<.05）。次

に，能力についての単純主効果の検定を行ったと

ころ，グループⅤでのみ有意差が確認された（F(7, 
483)=8.30, p<.05）。多重比較の結果，グループⅤで

は，最も低い値を示した「責任ある意思決定」因

子が，「自己のコントロール」「対人関係」「生活上

の問題防止スキル」よりも有意に低かった。（図 2） 
最後に，児童自己評定と教師評定との相関を求め

た。まず，表 3 のように，全児童の児童自己評定

と教師評定との因子ごと及び 5 つの基礎的な社会

的能力の平均値，3 つの応用的な社会的能力の平均

値，そして，それらを合わせた全 8 つの社会的能

力の平均値の相関係数を算出した。その結果，中

程度以上の相関はほとんど認められなかった

（r=−0.02～0.30）。 
さらに，グループ毎に同様の相関係数を算出し

たところ，表 4 のような結果となった。グループ

Ⅱ，Ⅲ，Ⅴに強い相関を示す因子が見られた。グ

ループⅡでは「積極的・貢献的な奉仕活動」因子

が強い負の相関を示した。グループⅢでは「生活

上の問題防止スキル」因子が強い負の相関を示し

た。グループⅤでは「他者への気付き」因子が強

い負の相関を示し，「対人関係」因子と「積極的・

貢献的な奉仕活動」因子が強い正の相関を示した。 
 
 

 
表 3 児童自己評定と教師評定との相関係数 

 
 
  

0.15 0.30 * 0.15 0.11 0.25 * -0.02 0.11 0.09 0.17 0.08 0.13
※問題防止スキル＝生活上の問題防止スキル、重要事態対処＝人生の重要事態に対処する能力、積極・貢献＝積極的・貢献的な奉仕活動

（前5能力の平均を「基礎的平均」、後3能力の平均を「応用的平均」、全8能力の平均を「総合平均」とする）　n=74, p=<.05

自己への

気付き

他者への

気付き

自己の

コントロール
対人関係

責任ある

意思決定

問題防止

スキル

重要事態

対処
積極・貢献

基礎的

平均

応用的

平均

総合

平均
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表 4 グループ毎の児童自己評定と教師評定との相関係数 

 
 

表 5 クラスター分析による児童のグループ毎の特徴と，教師評定に示された特徴 

 

 
考察 

 
児童の社会的能力の個人差について，クラスタ

ー分析を用いて，子どもを同様の傾向をもつ 5 つ

のグループに分けた。表 5 は，グループそれぞれ

の特徴をまとめたものである。 
グループⅠは，児童自己評定の平均値はグルー

プ間で上位ながら，8 因子の中で「自己への気付

き」が有意に低いことから，社会的能力がある程

度身に付いていながら，自分への認識が不十分で

あると自己評価している子ども達であると予想さ

れる。このことから，グループⅠを，自己認識不

足群とした。 
グループⅡは，児童自己評定で最も高い得点を

示した「自己への気付き」因子を含め，全ての因

子が偏差値 50 に届いていないことから，社会的能

力の不十分さから学級の中で厳しい立場にいる子

ども達であることが予想される。このことから，

グループⅡを，全体的低群とした。 
グループⅢは，グループ内で有意に低い値を示

す因子はあるものの，児童自己評定における 8 因

子の平均値が 5 グループの中間に位置しており，

その値は 48.92 であり，平均的な社会的能力をも

つ子ども達であると予想される。このことから，

グループⅢを，中間群とした。グループⅢは，児

童自己評定と教師評定とがマイナスの相関を示し

ている因子が多いため，中間群の子ども達には，

教師の目が届きにくい可能性があるのかも知れな

い。 
グループⅣは，児童自己評定の 8 因子平均値が

最も高いグループの一つであり，グループⅠのよ

うに，極端に落ち込む因子は存在していない。つ

まり，社会的能力がある程度身に付いており，学

級適応が促されている子ども達であることが予想

される。このことから，グループⅣを，適応群と

した。 
グループⅤは，児童自己評定・教師評定共に因

子間のばらつきが大きいグループであった。また，

児童自己評定と教師評定との相関も，因子によっ

て差が大きかった。このことから，グループⅤは，

社会的能力の個人内差があるため得意な場面と苦

手な場面の差に困ってしまうような，教師から見

て「気になる子ども」であると解釈できる。これ

グループ
基礎的
平均

応用的
平均

総合
平均

Ⅰ(n=22) -0.24 0.08 0.10 0.14 0.53 * 0.44 0.05 0.04 0.04 0.08 0.08

Ⅱ(n=10) 0.06 -0.09 -0.14 0.35 0.39 -0.61 0.41 -0.64 * 0.18 -0.48 -0.09

Ⅲ(n=14) 0.38 -0.40 0.15 -0.13 -0.04 -0.71 ** -0.07 -0.23 0.02 -0.09 -0.05

Ⅳ(n=24) -0.17 0.41 * 0.27 0.08 0.27 0.25 0.23 0.20 0.16 0.21 0.16

Ⅴ(n=4) -0.58 -0.85 0.49 0.67 -0.30 -0.13 0.48 0.90 0.31 0.53 0.36

（前5能力の平均を「基礎的平均」、後3能力の平均を「応用的平均」、全8能力の平均を「総合平均」とする）　*p<.05， **p<.01

※問題防止スキル＝生活上の問題防止スキル、重要事態対処＝人生の重要事態に対処する能力、積極・貢献＝積極的・貢献的な奉仕活動

問題防止
スキル

自己への
気付き

他者への
気付き

自己の

コントロール
対人関係

責任ある
意思決定

重要事態
対処

積極・貢献

グループ毎の児童自己評定の特徴 教師評定に示された特徴

グループⅠ（ｎ＝22）
　自己認識不足群

8因子平均評定が、グループⅡ・Ⅲ・Ⅴより有意に高い。
「自己への気付き」因子が他の7因子より有意に低い。

能力の主効果は示されなかった。

グループⅡ（ｎ＝10）
　全体的低群

8因子平均評定が、グループⅠ・Ⅲ・Ⅳより有意に低い。
8因子全てが偏差値50未満である。

能力の主効果は示されなかった。

グループⅢ（ｎ＝14）
　中間群

8因子平均評定が、グループⅠ・Ⅳより有意に低く、グループⅡ・Ⅴより有意に高い。
「自己への気付き」因子、「人生の重要事態に対処する能力」因子が他の6因子より
有意に低い。

能力の主効果は示されなかった。

グループⅣ（ｎ＝24）
　適応群

8因子平均評定が、グループⅡ・Ⅲ・Ⅴより有意に高い。 能力の主効果は示されなかった。

グループⅤ（ｎ＝4）
　「気になる」群

8因子平均評定が、グループⅠ・Ⅲ・Ⅳより有意に低い。
偏差値40未満の因子が5つある。

「責任ある意思決定」因子が，「自己のコントロール」「対人
関係」「生活上の問題防止スキル」よりも有意に低い。
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らのことから，グループⅤを，「気になる」群とし

た。 
児童自己評定と教師評定の相関に関しては，表

4 において統計的に有意な相関を示した因子を見

ると，グループⅠの「責任ある意思決定」因子と

グループⅣの「他者への気付き」因子は正の相関

を示し，グループⅡの「積極的・貢献的な奉仕活

動」因子とグループⅢの「生活上の問題防止スキ

ル」因子は負の相関を示している。グループⅠと

グループⅣが，8 因子平均得点がグループ間で上

位だったことを踏まえると，社会的能力が身に付

いている子どもほど，児童自己評定と教師評定が

正の相関を示す可能性はある。しかし，全体（表

3）で見ても，グループ毎（表 4）で見ても，統計

的に有意な相関が示される因子が 8 因子中 1～2
因子に過ぎず，子どもと教師がそれぞれ異なる側

面を評定していることは否定できない。子どもの

自己評定と教師評定の関係については，今後，発

達的観点も加えてさらに検討する必要がある。 
本研究で示された社会的能力の個人差を，江

村・岡安（2003）の研究と比較検討してみる。例

えば全体的低群は，江村・岡安（2003）による「低

得点上昇群」に該当すると推測される。心理教育

プログラムによる介入を行えば，改善されること

が期待できる。適応群は，江村・岡安（2003）に

よる「高得点維持群」に該当すると推測される。

自己認識不足群や中間群は，江村・岡安（2003）
による「高得点上昇群」に該当すると推測される。

「気になる」群については，江村・岡安（2003）
による「下降群」に該当すると推測される。本研

究では攻撃行動や妨害行動に関する調査を行って

いないという点で限界はあるが，能力の個人内差

が大きいという点で共通している。 
これらのように，社会的能力の個人差があるそ

れぞれの子ども達に対して，心理教育プログラム

がどのような効果を及ぼすかについては，今後の

検討課題である。これまでの心理教育プログラム

の研究では，対象者全体の測定値の平均値のみを

分析することが多かったが，その方法だと，対象

者の個人差やそれによる変化の違いに目を向ける

ことができにくい。江村・岡安（2003）が述べて

いるように，対象者の個人差や特徴をきめ細かく

捉えるためには，本研究のような分析方法は有効

な手段であると考える。 
また，児童自己評定と教師評定との間には相関

が見られなかったことから，「問題と目的」で述べ

たように，子ども自身と教師とで評価の観点や基

準が異なる可能性を，再度認識しなければならな

い。さらには，小学校 1・2 年生による児童自己評

定は，発達段階から， その信頼性が不十分である

と言われている。そうすると，小学校 1・2 年生段

階においては，教師評定がますます重要になって

くる。これらのことを踏まえ，子どもの社会的能

力を適切に見取るために教師評定をどう活用して

いくのか，慎重に検討すべきである。 
 

まとめ 

 
本研究の目的は，（1）児童の社会的能力の個人

差を探索的にグルーピングし，グループごとの特

徴を明らかにすることと，（2）社会的能力に関す

る児童自己評定と教師評定の関係を明らかにする

こと，の 2 点であった。目的の（1）に関しては，

児童の社会的能力の個人差を 5 つのグループに分

け，それぞれのグループの特徴を把握することが

できた。今後は，子ども達の社会的能力の個人差

を予めグループ分けするための基準を確立するこ

とや，個人差による心理教育プログラムの学習効

果の違いを検討すること，個人の特徴に合わせた

指導法を確立していくことが課題であるといえる。 
目的の（2）に関しては，児童自己評定と教師評

定の間に有意な相関が見られなかったことから，

子ども自身と教員とで社会的能力の評価における

観点や基準が異なる可能性が示唆された。こうし

たことから，子どもの社会的能力を評価する際に

は，児童自己評定の結果と教師評定の結果の双方

を用いることが大切であるといえる。今後は，子

どもの自己評定と教師評定の関係について発達的

観点も加えてさらに検討していくことが課題とな

る。 
以上の課題の検討を通して子どもの社会的能力

育成のためのクラスワイドな取組の方法論を確立

していくことで，学校における生徒指導上の問題

を防止し，より円滑な学校教育を行えるようにな

ると期待される。 
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